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インターネットを介して動画などを配信する「映像ストリーミングビジネス」の誕生
から15年、今や世界中のメディア事業者の事業環境やビジネスモデルに多大な影
響を与えています。映像ストリーミングビジネスの台頭は、これまでの国・地域を軸
とした映像コンテンツの流通をボーダレス化しました。その結果、メディア事業者
間のこれまでの力関係は崩れ、コンテンツ力を有する事業者は新たにグローバル
市場へのアクセシビリティを手に入れました。
歴史的とも言える事業環境の変化点において、国内のメディア事業者は業務プロ
セス、テクノロジー・データ活用、組織・人材の各側面において、事業環境の変化に
適用したケイパビリティの抜本的な見直しや変革が求められています。
本稿では、映像ストリーミングビジネスがもたらす事業環境の各側面の変化と、メ
ディア事業者に必要とされるケイパビリティの方向性について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

コンテンツ流通のグローバル化は、既存のメディア業界にパラダイムシフトを起こした。
プレイヤーの力関係は変化し、「スタジオモデル」と言われる新たなビジネスモデルが登
場、資金調達や知的財産（IP）保持モデルにも大きな影響を及ぼしている。

  POINT 2

グローバル展開する配信事業者は、「コンテンツ調達」と「流通」のみならず、圧倒的な資
金力で「企画・制作」に参入して総合メディア企業へと進化。コンテンツ量の増加、フォー
マットの自由化、コンテンツ流通の頻度・タイミングの多様化によって消費者の視聴スタイ
ルも変化している。

  POINT 3

日本のメディア企業が生き残るためには、グローバル規模での事業環境・競争環境の変化
を新たなビジネス機会と捉え、映像ストリーミングビジネスの時代に適した業務プロセ
ス、テクノロジー・データ活用、組織・人材モデルへの変革を推進することである。
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Ⅰ

ストリーミング（映像配信）市場
拡大

2 0 07年に米国のNetflix社がサービスを
開始した映像ストリーミングビジネスの市
場規模は、現在も世界中で拡大していま
す。この傾向は今後も継続すると予想さ
れ、定額制動画配信のSVOD（サブスクリ
プションビデオオンデマンド）や、広告を
視聴することで無料で動画コンテンツを
視聴できるAVOD（アドバタイジングビデ
オオンデマンド）を含めた世界の動画配
信市場は、2020年の900億USドル規模か
ら、2025年には1,500億USドル規模に成
長するとの予測があります1。映像ストリー
ミングビジネスは2 010年代から徐々に存
在感を示し始め、北米などでは、いわゆる
「コードカッティング」と呼ばれる放送事
業者から配信事業者への視聴者シフト現
象が現れています。2020年代に入った現在
も、既存メディア事業者やテクノロジー企
業によるストリーミングビジネスへの事業
参入が絶えません。

Ⅱ

大手配信事業者の 
ビジネスモデル

動画配信事業者は世界中に多数存在し
ますが、そのなかでも、大手の配信事業
者はグローバルにビジネスを展開し、有料
会員からのサブスクリプション料金などで
多額の収益を獲得しています。さらに、得
られた収益をオリジナル作品の制作を含
めたコンテンツへ再投資することにより、
事業の拡大を実現しています。そこで、こ
こでは大手配信事業者のコンテンツの制
作費とそれを実現するビジネスモデルにつ
いて詳細を概観します。

（1） コンテンツの制作費
海外の大手配信事業者の近年における

年間制作費予算は数兆円規模に上ります。
国内の放送事業者のなかで比較的潤沢な
予算を有する放送局ですら年間番組制作
費は数千億円程度であることを考えると、
その差は大きいと言えるでしょう。また、
ドラマ1話あたりの制作費は、大手配信事
業者では最大規模のものになると2,000万 

USドル（約 30億円）を超えるものもあり、 
国内の1話あたり数千万円と比較すると桁
違いです。

（2） ビジネスモデル
大手配信事業者のビジネスモデルは、

サービス開始当初の他社からの調達作品
を配信するだけのビジネスモデルから、自
社で企画・制作を手掛けるビジネスモデル
へと進化してきています（図表1参照）。バ
リューチェーン上の「企画・制作」を手掛け
ることによって単なる流通事業者から総
合メディア企業へと進化したというわけで
す。また、「企画・制作」を手掛けることに
より、世界中の制作会社との接点が生ま
れました。自社流通網のみでしか視聴で
きない独自映像作品の提供が可能となっ
たことで、他社との差別化を実現してい 

ます。

Ⅲ

メディア業界構造の変化

大手配信事業者は、国内外の既存のメ
ディア業界の構造に多大な影響を及ぼし
ており、「パラダイムシフト」を起こしてい
るといっても過言ではありません。メディ
ア業界のコンテンツ流通をグローバル化
し、業界プレイヤーの力関係を変化させ、
また資金調達や知的財産（以下、「 IP」と
いう）保有のモデルにも影響を及ぼしてい
ます。ここでは、海外の大手配信事業者
が業界に及ぼすいくつかの影響について
見ていきます（図表2参照）。

（1） コンテンツ流通のグローバル化
メディア業界は、これまで国内のビジネ

スを中心とした業界でした。国内にコンテ
ンツ流通網を持つ放送局に対して制作会
社がコンテンツ制作を担い、国内の消費
者が視聴するという構造です。しかし、海
外の大手配信事業者の登場により、非英
語圏も含めた各国・地域で制作されたコ
ンテンツのグローバル市場での流通増加
という流れが生まれました。これまでは英
語圏を中心に、特に北米発のコンテンツ
のグローバル流通が主流でしたが、アジア
の制作会社によるドラマが世界中で視聴
され、視聴者数でトップになったり、上位

出所：KPMG作成

図表1 グローバル大手配信事業者バリューチェーン
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にランクインするといった現象も珍しくあ
りません。

（2）  プレイヤーの力関係の変化と 
新たなビジネスモデルの誕生

映像制作を担う制作会社にとって、これ
までは国内の放送局が唯一の流通先でし
たので、当然ながら国内放送局とのリレー
ションが最重要でした。しかし、海外の大
手配信事業者の登場により、この状況は
変わりました。制作会社は、自社の作品に
より多くの流通選択肢が与えられるように
なり、独立的かつ主体的な立場で事業を
行える環境になったのです。現在、海外で
は、企画・制作からIP活用まで、広範な業
務を主体的・独立的に実施する制作会社
による「スタジオモデル」が注目されてい
ます。コンテンツ制作力を梃に、特定のコ
ンテンツ流通事業者に依存せず、海外を
含む複数のコンテンツ流通事業者を相手
にリレーション構築やビジネス拡大を推進
し、同一コンテンツを複数の流通先に提
供して収益獲得機会を拡大させています。

（3） 資金調達とIP保持モデル
海外の大手配信業者の登場は、資金調

達モデルにも影響を及ぼしています。これ
まで、国内でのコンテンツ制作における
資金調達の多くは、複数の企業が出資し、
出資企業からなる製作委員会と呼ばれる
組織が作品に関わるIPを保有する「製作
委員会方式」が採用されていました。とこ
ろが最近では、海外の大手配信事業者が
自社の資金力を活用し、自社単独で制作
資金を制作会社に提供する形態も出てき
ています。
また、作品のIPも制作会社が保持する

ことが多くなり、それにより制作会社はIP

の2次利用、3次利用を通じて新たなビジ
ネス展開や収益源の確保が容易となりま
した。そして、それが前述のスタジオモデ
ル実現のベースとなっています。

Ⅳ

コンテンツの変化

海外の大手配信事業者の登場は、業界
構造といった面のみならず、コンテンツの
量やフォーマットといった側面にもさまざ
まな変化をもたらしています。

（1） コンテンツ量の増加
これまでのテレビ放送を中心とした映

像コンテンツに新たに配信コンテンツが
加わったことで、消費者が視聴可能な流
通コンテンツの量は増大しました。コンテ
ンツ量の増大が及ぼす影響は大きく、配
信事業者側は世の中に溢れるコンテンツ
に対して、いかに自社コンテンツを消費者
に「見つけてもらうか」ということが重要
課題となっています。
一方の消費者は、限られた自身の可処

分時間において、いかに効率的・効果的に
コンテンツを視聴するかを重要視するよう
になってきました。たとえば、作品によっ
ては倍速で視聴したり、視聴を開始しても
自身の嗜好に合わないと判断すると早期
に視聴を中止してしまう、という現象が見
られます。

（2）  コンテンツフォーマットの自由化
放送メディアは、これまで番組編成上の

放送期間や放送時間といった「枠」を埋め
る形でコンテンツ制作を行っていました。
一方、配信メディアは、1シーズンにおける
話数や1話ごとの長さなどに決まりは存在
せず、コンテンツ特性などに応じた柔軟な

出所：KPMG作成

図表2 配信時代の映像メディア業界構造
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設計が可能です。これはクリエイターに制
作の自由度を高めるものと言え、クリエイ
ターは今後、より配信コンテンツの制作を
志向するのではないかと考えられます。

（3） 流通頻度・タイミングの変化
コンテンツ流通の頻度・タイミングも変

化しています。たとえば、テレビドラマであ
れば1クール内に週1話ずつ放送するとい
う形が一般的ですが、配信コンテンツで
は全話一挙配信という形が主流です。こ
れは、消費者の視聴タイミングに自由度を
与えます。一方で、制作会社側にとっては、
放送と並行して制作を行うという従来の
制作スタイルから、すべてのコンテンツの
制作を完了してから一気に流通させるとい
う制作スタイルへの変化となります。この
変化は、制作スタイルだけでなく、資金調
達にも大きく影響を及ぼします。

Ⅴ

視聴スタイルの変化

映像ストリーミングビジネスは、消費者
側のコンテンツ視聴スタイルにも影響を
及ぼしています。ここでは、視聴スタイル
のいくつかの変化について見ていきます。

（1）  時間、場所、デバイス制約からの
脱却

消費者は、コンテンツを視聴する時間や
場所、デバイスといったさまざまな制約か
ら解放され、コンテンツを一気見（ビンジ
ウォッチング）するなど、自身の生活スタ
イルや好みに応じて視聴するスタイルへと
変化しています。また、コンテンツを視聴
するタイミングも、自宅以外にも通勤や旅
行などあらゆる生活シーンに広がっていま
す。しかも、視聴機器もテレビに限らず、
シーンに応じてさまざまなデバイスを利用
するようになりました。

（2） リコメンドの活用
コンテンツが氾濫する時代において消

費者は、大量のコンテンツから自ら視聴し
たいコンテンツを探すのではなく、配信事
業者からリコメンドされたコンテンツのな
かから選択・視聴するスタイルへと変化し
ています。これは、配信事業者にとっては、
いかに精度の高いリコメンドを消費者一人
ひとりに提示できるかが、より重要な経営
テーマとなったことを示しています。

（3） コンテンツ認知チャネルの変化
消費者は、かつてはテレビ放送におけ

る番組宣伝や番組表などを通してコンテ
ンツの存在を認知してきました。しかし、
現在では放送番組の視聴時間が減少し
ています。一方で、SNSやウェブ、アプリと
いったメディアとの接触時間が増加したこ
とで、これらのメディアからコンテンツを
認知することが多くなってきました。これ
は、メディア企業にとってはこれまでとは異
なる新たなマーケティングチャネルや手法
が求められることを、その実現のためには
データ・IT基盤やデータ分析などの新たな
ケイパビリティが求められるようになった
ことを意味します。

Ⅵ

クリエイター環境への影響

映像ストリーミングビジネス時代では
既存の「枠」に囚われない、より自由な表
現形式がクリエイターに許容されるよう
になると考えられます。また、企画の中身
自体についても、これまでの視聴率を意
識したマス向けの企画から、多様でニッチ
な嗜好に対応したコンテンツも許容され
るようになりました。海外には、大手放送
局で断られた映像作品の企画が大手配信
事業者に受け入れられてヒットを飛ばすと
いった事例もあります。大量のコンテンツ
創造が必要とされる時代では、当然なが
ら多数のクリエイターが必要となります。
また、優れたコンテンツを生み出すクリエ

イターは、メディア企業にとっての競争力の
源泉でもありますから、メディア事業者に
よる取合いの対象にもなります。メディア
事業者は、クリエイターに対して自由で創
造的な環境や立場を与えることで、優秀な
クリエイターを惹きつけることが、これま
で以上に重要な経営テーマとなると思わ
れます。

Ⅶ

メディア企業に必要な 
ケイパビリティ

ここまで述べてきたような大きな変化
の只中にある国内のメディア企業に必要な
ケイパビリティとはどのようなものでしょ
うか。ここでは、業務プロセスやテクノロ
ジー・データ活用、組織・人材の各側面か
ら見ていきます。

（1） 業務プロセス
映像ストリーミングビジネスの登場によ

りコンテンツの量が求められるようになっ
たことで、コンテンツの制作にも効率性を
実現する業務プロセスの構築が求められ
るようになりました。そのためには、アイ
デア創出や脚本制作などにおける個人へ
の依存、職人的な映像制作といった従来
の制作スタイルから、より組織的で多人
数でのコラボレーションによる制作スタイ
ルへのシフトと、企画ソースの多様化が必
要となります。昨今、韓国発祥のデジタル
コミック「ウェブトゥーン」を活用したドラ
マ作品も増えており、これら企画ソースの
開拓や多様化も重要なテーマとなってい 

ます。
また、海外の配信事業者相手のビジネ

スでは、グローバル標準・共通言語を踏ま
え、海外のステークホルダーに対してもア
カウンタブル（説明可能）な企画・制作プ
ロセスが必要です。たとえば、制作におけ
る役割分担の明確化、労働時間の管理な
どへの配慮も必要となるでしょう。
バックオフィス機能に関しては、海外の

© 2023 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



To
p

ic

メ
デ
ィ
ア

KPMG Insight Vol.60    5

配信事業者などとの営業や契約面などで
直接交渉を行うような局面が増加するこ
とが想定されます。これまで国内に限定し
た事業を展開してきた制作会社は、そうし
たケイパビリティの強化も必要と考えられ
ます。

（2） テクノロジーとデータ活用
映像ストリーミングビジネスでは、個々

の消費者の行動データなどの分析結果を
軸としたビジネスモデルの構築が求められ
ます。映像ストリーミングビジネスにより
コンテンツ量が増加・蓄積されたこと、消
費者一人ひとりの嗜好にあったコンテンツ
が絶え間なく提供されていることで、視聴
者の解約予防を行う必要があるためです。
つまり、メディア企業には、視聴データの
みならず、SNSやアプリなどを含めた消費
者のあらゆるデータを捕捉、統合、分析す
るシステム基盤が必要とされるのです（図
表3参照）。これによりコンテンツの市場
トレンド予測、コンテンツ企画、コンテンツ
認知向上・マーケティング、リコメンドなど
を含めた、バリューチェーン全体を通じて
データ価値を最大化するケイパビリティ

が必要となります。また最近では、人工知
能（AI）を活用したコンテンツ生成技術で
ある生成AIが注目されています。まだ解決
すべきさまざまな課題も残されてはいます
が、今後、最新技術を活用した制作効率
化の模索が進むことは明らかです。このよ
うなテクノロジーの進化や動向にも注意
が必要です。

（3） 組織・人材
優れたコンテンツをコンスタントに生み

出すには、多くの優秀なクリエイター人材

を発掘・育成していくことが重要です。そ
のためには、少数の著名クリエイターに依
存することなく、無名であっても優れた人
材を発掘し、機会を与える仕組みや人材育
成の仕組みが必要です。また、制作面にお
けるコンピュータ・グラフィックス（CG）技
術者などは、国内人材に限定せず、海外
の優秀な人材の活用も積極的に検討する

必要があります。

出所：KPMG作成

図表4 配信時代の収益多角化モデル
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自社流通 他社流通（海外） 他社流通（国内）

出所：KPMG作成

図表3 バリューチェーン全体を通じたデータ活用モデル

PLAN DO CHECK／ACTION

企画 コンテンツ流通 評価・レビューマーケティング／作品認知拡大

• 視聴者嗜好に沿った作品企
画（制作スタッフ、キャス
ティングなど）

• 市場規模予測・収益性把握

• 視聴者の作品認知の向上

• 視聴者への作品リコメンド

• 視聴状況のモニタリング • 作品評価・レビュー内容の
把握

• 視聴向上のための施策立案

• 視聴者属性情報

• 好みの作品ジャンル

• 視聴履歴／視聴行動

• 視聴者セグメント

• 視聴予約／お気に入り情報

• リコメンドへの反応

• SNSデータ

• アプリ使用データ

• ウェブサイト閲覧履歴

• 視聴履歴・視聴行動データ • 視聴履歴・視聴行動データ

• SNSデータ

• レビューサイト情報
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さいごに

海外の大手配信事業者の登場は、これ
まで国内メディア関連企業にとって脅威の
側面ばかりが強調されてきました。しかし
実際は新たなビジネス機会ももたらしま
す。たとえば、国内のコンテンツ制作事業
者は、グローバル配信の流通網を活用する
ことにより、コンテンツを国内のみならず
グローバルに容易に流通させ、収益構造
モデルをより拡大・多層化することが可能
となります（図表4参照）。
今、国内のメディア企業に求められてい

るのは、将来の生残りを賭けて、映像ス
トリーミングビジネスがもたらすグローバ
ル規模での事業環境・競争環境の変化を
捉えることです。自社にとっての「機会」と
「脅威」の両面を理解し、事業戦略を練り、
舵取りを行うことなのです。

1  Statista 「STREAMING WARS: THE 

VALUE OF ORIGINAL CONTENT TO 

  STREAMING SERVICES－
Subscription-based model leads the 

video streaming world」
  https://www.statista.com/

study/89572/streaming-wars-the-

value-of-original-content-to-streaming-

services/

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGコンサルティング株式会社
山田 宏樹／アソシエイトパートナー

 hiroki.h.yamada@jp.kpmg.com

関連情報

ウェブサイトでは、テクノロジー・メディア・通信に
関する情報を紹介しています。

https://kpmg.com/jp/ja/home/about/kc/
kc-sectors/technology-media-telecom.
html

© 2023 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

https://www.statista.com/study/89572/streaming-wars-the-value-of-original-content-to-streaming-services/
https://www.statista.com/study/89572/streaming-wars-the-value-of-original-content-to-streaming-services/
https://www.statista.com/study/89572/streaming-wars-the-value-of-original-content-to-streaming-services/
https://www.statista.com/study/89572/streaming-wars-the-value-of-original-content-to-streaming-services/
https://kpmg.com/jp/ja/home/about/kc/kc-sectors/technology-media-telecom.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/about/kc/kc-sectors/technology-media-telecom.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/about/kc/kc-sectors/technology-media-telecom.html


https://twitter.com/KPMG_JP
https://www.linkedin.com/company/kpmg-jp/
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://www.instagram.com/kpmgjp/
mailto:?subject=
http://home.kpmg/jp
http://home.kpmg/jp/socialmedia

	KPMG_v60_08_Topic05_CR付_表1.pdf
	KPMG_v60_08_Topic05_CR付.pdf
	KPMG_v60_表4_WEB用.pdf



